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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので，提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２．売上高には，消費税等は含まれていない。 

３．第85期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については，潜在株式が存在せず，また，１株当

たり四半期（当期）純損失であるため記載していない。 

回次 
第85期 

第２四半期連結
累計期間 

第86期 
第２四半期連結

累計期間 

第85期 
第２四半期連結

会計期間 

第86期 
第２四半期連結 

会計期間 
第85期 

会計期間 

平成20年 
４月１日から 
平成20年 
９月30日まで 

平成21年 
４月１日から 
平成21年 
９月30日まで 

平成20年 
７月１日から 
平成20年 
９月30日まで 

平成21年 
７月１日から 
平成21年 
９月30日まで 

平成20年 
４月１日から 
平成21年 
３月31日まで 

売上高 百万円 2,870,229 2,497,898 1,550,783 1,262,708 5,887,576 

経常利益又は経常損失
（△） 

〃 △164,474 203,958 △48,222 118,698 △34,648 

四半期純利益又は四半期
（当期）純損失（△） 

〃 △109,366 138,164 △33,127 79,027 △84,518 

純資産額 〃 － － 2,531,362 2,559,695 2,419,477 

総資産額 〃 － － 13,678,917 13,245,441 13,559,309 

１株当たり純資産額 円 － － 1,845.04 1,865.72 1,763.32 

１株当たり四半期純利益
又は四半期（当期）純損
失（△） 

〃 △81.07 102.43 △24.56 58.59 △62.65 

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益 

〃 － 102.43 － 58.59 － 

自己資本比率 ％ － － 18.2 19.0 17.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 154,702 524,318 － － 599,144 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 △333,120 △261,303 － － △655,375 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 193,072 △299,967 － － 194,419 

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高 

〃 － － 138,422 223,006 258,714 

従業員数 人 － － 52,848 52,740 52,506 
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２【事業の内容】 

 当第２四半期連結会計期間において，当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について，重要な変更はない。ま

た，主要な関係会社に異動はない。 

３【関係会社の状況】 

 当第２四半期連結会計期間において，重要な関係会社の異動はない。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 「従業員数」は就業人員数（出向人員等を除く）であり，臨時従業員数は〔 〕内に当第２四半期連結会計期

間の平均人員を外数で記載している。  

(2）提出会社の状況 

 （注） 「従業員数」は就業人員数であり，出向人員等1,857人は含まない。 

平成21年９月30日現在

従業員数（人） 52,740〔5,691〕 

平成21年９月30日現在

従業員数（人） 36,530   
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第２【事業の状況】 

１【生産及び販売の状況】 

 連結会社においては，電気事業が事業の大半を占めており，また，電気事業以外のセグメントの製品・サービ

スは多種多様であり，受注生産形態をとらない製品も少なくないため，これらのセグメントについては生産規模

等を金額あるいは数量で示すことはしていない。 

 このため，生産及び販売の状況については，電気事業のみを記載している。 

 なお，電気事業については，販売電力量を四半期ごとに比較すると，第１四半期・第３四半期と比べて，第２

四半期・第４四半期の販売電力量は，冷暖房需要により増加し，相対的に高水準となる。 

(1）需給実績 

 （注）１．連結会社の水力発電電力量には，東京発電㈱からの受電電力量228百万ｋＷｈが含まれている。 

２．他社受電電力量及び融通電力量の上段は受電電力量，下段は送電電力量を示す。 

３．揚水発電所の揚水用電力量とは，貯水池運営のための揚水用に使用する電力である。 

４．販売電力量の中には，自社事業用電力量（平成21年度第２四半期102百万ｋＷｈ）を含んでいる。 

５．平成21年度第２四半期出水率は，昭和53年度第２四半期から平成19年度第２四半期までの第２四半期の

30か年平均に対する比である。 

なお，平成20年度第２四半期出水率は，昭和52年度第２四半期から平成18年度第２四半期までの第２四

半期の30か年平均に対する比であり，98.5％である。 

(2）販売実績 

① 契約高 

 （注） 電力には，特定規模需要は含まれていない。 

種別 平成21年度第２四半期 前年同四半期比（％） 

発 
受 
電 
電 
力 
量 

連 
結 
会 
社 

水力発電電力量（百万ｋＷｈ） 3,153 90.5 

火力発電電力量（百万ｋＷｈ） 41,377 85.5 

原子力発電電力量（百万ｋＷｈ） 20,594 108.4 

他社受電電力量（百万ｋＷｈ） 
11,753 82.8 

△471 44.4 

融通電力量（百万ｋＷｈ） 
6,109 95.7 

△2,863 85.9 

揚水発電所の揚水用電力量（百万ｋＷｈ） △546 73.8 

合計（百万ｋＷｈ） 79,106 91.6 

総合損失電力量（百万ｋＷｈ） 5,679 77.8 

販売電力量（百万ｋＷｈ） 73,428 92.9 

出水率（％） 88.6 － 

種別 平成21年9月30日現在 前年同四半期比（％） 

契約口数 

電灯 26,366,229 100.6 

電力 2,242,120 97.9 

計 28,608,349 100.4 

契約電力（千ｋＷ） 

電灯 93,026 101.5 

電力 15,358 97.2 

計 108,385 100.9 
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② 販売電力量 

③ 料金収入 

 （注）１．電力には，特定規模需要を含む。 

２．上記料金収入には消費税等は含まれていない。 

種別 
平成21年度第２四半期 

（百万ｋＷｈ） 
前年同四半期比 

（％） 

特 

定 

規 

模 

需 

要 

以 

外 

の 

需 

要 

電 

灯 

定額電灯 53 99.0 

従量電灯Ａ・Ｂ 16,727 94.7 

従量電灯Ｃ 3,635 95.3 

その他 2,923 109.2 

計 23,338 96.4 

電 

力 

低圧電力 2,912 90.8 

その他 458 96.5 

計 3,370 91.6 

電灯電力合計 26,708 95.8 

特定規模需要 46,720 91.3 

電灯電力・特定規模合計 73,428 92.9 

他社販売 416 40.9 

融通 2,863 85.9 

種別 
平成21年度第２四半期 

（百万円） 
前年同四半期比 

（％） 

電灯 481,830 86.9 

電力 654,633 77.7 

電灯電力合計 1,136,463 81.4 

他社販売 8,214 72.0 

融通 28,248 84.7 
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④ 産業別（大口電力）需要実績 

 （注） 日本標準産業分類の改定に伴い，平成21年４月より「種別」の分類方法が以前と異なる。 

上記の「前年同四半期比」は，前年同四半期実績を現在の区分に合わせることにより算定。 

種別 

平成21年度第２四半期 

販売電力量 

（百万ｋＷｈ） 前年同四半期比（％） 

鉱 

工 

業 

鉱業 39 95.8 

製 

造 

業 

食料品 1,581 97.8 

繊維工業 79 83.3 

パルプ・紙・紙加工品 626 93.2 

化学工業 2,216 83.0 

石油製品・石炭製品 130 90.2 

ゴム製品 185 83.2 

窯業土石 616 85.0 

鉄鋼業 1,532 77.3 

非鉄金属 1,020 85.3 

機械器具 4,448 80.3 

その他 2,615 88.1 

計 15,048 84.4 

計 15,087 84.4 

そ 

の 

他 

鉄道業 1,658 88.1 

その他 3,676 97.4 

計 5,335 94.3 

合計 20,422 86.8 
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２【事業等のリスク】 

 当第２四半期連結会計期間において，新たに発生した事業等のリスクはない。 

 また，前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。 

３【経営上の重要な契約等】 

 該当事項なし。 

４【財政状態，経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間の売上高は，前年同四半期比18.6％減の１兆2,627億円，経常収益は前年同四半期

比18.4％減の１兆2,810億円となった。一方，経常費用は前年同四半期比28.2％減の１兆1,623億円となり，そ

の結果，経常利益は1,186億円（前年同四半期は経常損失482億円），四半期純利益は790億円（前年同四半期は

四半期純損失331億円）となった。 

 なお，電気事業については，売上高において販売電力量を四半期ごとに比較すると，第１四半期・第３四半

期と比べて，第２四半期・第４四半期の販売電力量は，冷暖房需要により増加し，相対的に高水準となる。ま

た，第２四半期は，夏季のピーク需要に対応する供給コストの上昇を反映した夏季料金（７月１日から９月30

日まで）を設定しており，売上高に季節的変動がある。 

 また，当第２四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントの業績（セグメント間の内部取引消去

前）は次のとおりである。 

［電気事業］ 

 販売電力量は，産業用の大口電力の減少などにより，特定規模需要が前年同四半期の水準を大幅に下回った

ことなどから，前年同四半期比7.1％減の734億ｋＷｈとなった。内訳としては，電灯は前年同四半期比3.6％

減の233億ｋＷｈ，電力は同8.4％減の34億ｋＷｈ，特定規模需要は同8.7％減の467億ｋＷｈとなった。 

 収支の状況については，収入面では，販売電力量の減少や燃料費調整制度の影響などにより，電気料収入は

前年同四半期比18.6％減の１兆1,364億円となった。これに地帯間販売電力料や他社販売電力料などを加えた

売上高は，前年同四半期比18.4％減の１兆1,955億円となった。一方，支出面では，原油価格の下落などによ

り，燃料費が大幅に減少したことなどから，営業費用は前年同四半期比28.7％減の１兆679億円となった。こ

の結果，営業利益は1,276億円（前年同四半期は営業損失323億円）となった。 

［情報通信事業］ 

 売上高は，平成21年４月に㈱テプコケーブルテレビの有料放送事業等を譲渡したことなどにより，前年同四

半期比4.2％減の220億円となった。一方，営業費用は，前年同四半期比0.1％減の211億円となった。その結

果，営業利益は前年同四半期比50.0％減の９億円となった。 

［エネルギー・環境事業］ 

 売上高は，燃料関連の売上減などにより，前年同四半期比17.9％減の854億円となった。一方，営業費用

は，前年同四半期比22.2％減の809億円となった。その結果，営業利益は45億円（前年同四半期は営業利益０

億円）となった。 

［住環境・生活関連事業］ 

 売上高は，不動産関連の売上増などにより，前年同四半期比0.8％増の322億円となった。一方，営業費用

は，前年同四半期比9.5％減の286億円となった。その結果，営業利益は前年同四半期比777.1％増の36億円と

なった。 

［海外事業］ 

 売上高は，海外電力事業の売上減などにより，前年同四半期比8.1％減の32億円となった。一方，営業費用

は，前年同四半期比10.2％増の42億円となった。その結果，営業損益は９億円の損失（前年同四半期は営業損

失２億円）となった。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は，第１四半期連結会

計期間末に比べ1,056億円（90.0％）増加し，2,230億円となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の収入は，前第２四半期連結会計期間比44.0％増の

2,347億円となった。これは，税金等調整前四半期純損益が好転したことなどによるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の支出は，前第２四半期連結会計期間比34.8％減の

1,073億円となった。これは，設備投資に関する支出が減少したことなどによるものである。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の支出は，214億円（前第２四半期連結会計期間は

293億円の収入）となった。これは，外部資金の調達が減少したことなどによるものである。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において，事業上及び財務上の対処すべき課題について，重要な変更はない。 

(4）研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は，2,948百万円である。 

 なお，当第２四半期連結会計期間において，研究開発活動の状況に重要な変更はない。 

2009/11/07 14:52:3309590028/東京電力株式会社/四半期報告書/2009-09-30



第３【設備の状況】 

(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において，主要な設備に重要な異動はない。 

(2）設備の新設，除却等の計画 

 前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設，除却等について，当第２四半期連結会計期

間に重要な変更はない。また，前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の当第２四半期連結会

計期間における完成分はない。 

 なお，当第２四半期連結会計期間に新たに確定した重要な設備の新設等の計画は次のとおりである。 

（送電設備） 

（変電設備） 

件名 電圧（ｋＶ） 亘長（ｋｍ） 着工 運転開始 

川崎新豊洲線新設 275 22.2 平成21年８月 

平成24年５月 

平成27年10月 

平成28年10月 

件名 電圧（ｋＶ） 出力（千ｋＶＡ） 着工 運転開始 

新茂木変電所増設 500 1,500 平成22年９月 平成25年３月 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

(3) 【ライツプランの内容】 

 該当事項なし。 

(4) 【発行済株式総数，資本金等の推移】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,800,000,000 

計 1,800,000,000 

種類 
第２四半期会計期間末現在
発行数（株） 

（平成21年９月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成21年11月13日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 1,352,867,531 同左 

東京証券取引所 
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（市場第一部） 

名古屋証券取引所 
（市場第一部） 

単元株式数は

100株 

計 1,352,867,531 同左 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金残高
（百万円） 

平成21年７月１日～ 

平成21年９月30日 
－ 1,352,867 － 676,434 － 19,014 
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(5) 【大株主の状況】 

平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 62,521 4.62 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 55,001 4.07 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 52,800 3.90 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 49,350 3.65 

東京都 東京都新宿区西新宿２丁目８番１号 42,676 3.15 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 35,927 2.66 

株式会社みずほコーポレート
銀行 

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 23,791 1.76 

東京電力従業員持株会 東京都千代田区内幸町１丁目１番３号 18,932 1.40 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口９） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 15,859 1.17 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口４） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 15,627 1.16 

計 － 372,488 27.53 
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(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が14,900株含まれている。また，「議

決権の数」欄に，同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数149個が含まれている。 

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか，株主名簿上は当社名義となっているが，実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の

数10個）ある。 

なお，当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の普通株式に含まれている。 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 東京証券取引所（市場第一部）の株価による。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後，当四半期報告書の提出日までにおいて，役員の異動はない。 

平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式）
普通株式 2,789,300 

－ －
（相互保有株式）

普通株式 2,606,400 

完全議決権株式（その他） 
普通株式

1,339,735,600 
13,397,356 －

単元未満株式 普通株式 7,736,231 － 
１単元（100株）
未満の株式 

発行済株式総数 1,352,867,531 － －

総株主の議決権 － 13,397,356 －

平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

東京電力株式会社 
東京都千代田区内幸
町１丁目１番３号 2,789,300 － 2,789,300 0.21 

株式会社関電工 
東京都港区芝浦４丁
目８番33号 2,369,800 － 2,369,800 0.18 

東光電気株式会社 
東京都千代田区有楽
町１丁目７番１号 236,600 － 236,600 0.02 

計 － 5,395,700 － 5,395,700 0.40 

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,525 2,445 2,540 2,510 2,465 2,450 

最低（円） 2,300 2,315 2,355 2,400 2,375 2,335 
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第５【経理の状況】 
１．当社の四半期連結財務諸表は「四半期連結財務諸表の用語，様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号，以下「四半期連結財務諸表規則」という）に準拠し「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第57号）

に準じて作成している。 

 前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成

20年４月１日から平成20年９月30日まで）は，改正前の四半期連結財務諸表規則に準拠し，当第２四半期連結会計期

間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年

９月30日まで）は，改正後の四半期連結財務諸表規則に準拠して作成している。 

 なお，電気事業会計規則については，「電気事業会計規則の一部改正」（平成21年経済産業省令第26号）により改

正されたため，前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累

計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は，改正前の電気事業会計規則に準じ，当第２四半期連結会

計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成

21年９月30日まで）は，改正後の電気事業会計規則に準じて作成している。 

２．当社は，金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について，新日本有限責任監

査法人による四半期レビューを受けている。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

固定資産 ※1, ※2  12,168,873 ※1, ※2  12,351,281

電気事業固定資産 7,945,036 8,099,092

水力発電設備 742,497 761,503

汽力発電設備 1,071,332 1,124,852

原子力発電設備 649,022 641,107

送電設備 2,219,171 2,271,257

変電設備 883,330 893,398

配電設備 2,197,786 2,218,706

業務設備 160,660 165,969

その他の電気事業固定資産 21,235 22,297

その他の固定資産 548,513 557,683

固定資産仮勘定 607,762 648,591

建設仮勘定及び除却仮勘定 607,762 648,591

核燃料 911,644 915,918

装荷核燃料 148,057 146,067

加工中等核燃料 763,586 769,850

投資その他の資産 2,155,916 2,129,995

長期投資 516,042 499,027

使用済燃料再処理等積立金 681,006 667,487

繰延税金資産 423,942 443,481

その他 535,568 520,635

貸倒引当金（貸方） △644 △637

流動資産 1,076,568 1,208,027

現金及び預金 271,466 301,391

受取手形及び売掛金 382,928 430,095

たな卸資産 ※3  161,281 ※3  156,010

繰延税金資産 63,245 121,758

その他 200,516 202,068

貸倒引当金（貸方） △2,870 △3,295

合計 13,245,441 13,559,309
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日) 

負債及び純資産の部   

固定負債 9,147,685 9,067,759

社債 4,979,427 4,937,040

長期借入金 1,758,977 1,687,547

退職給付引当金 412,276 428,911

使用済燃料再処理等引当金 1,220,081 1,227,662

使用済燃料再処理等準備引当金 30,694 26,930

原子力発電施設解体引当金 498,677 491,415

災害損失引当金 145,403 168,191

その他 102,146 100,060

流動負債 1,533,342 2,058,550

1年以内に期限到来の固定負債 475,474 694,577

短期借入金 373,339 389,212

支払手形及び買掛金 212,582 241,960

未払税金 73,656 75,899

子会社事業整理損失引当金 1,600 1,600

その他 396,689 655,301

特別法上の引当金 4,717 13,521

渇水準備引当金 4,717 13,521

負債合計 10,685,745 11,139,831

株主資本 2,563,997 2,460,137

資本金 676,434 676,434

資本剰余金 19,129 19,142

利益剰余金 1,876,381 1,772,324

自己株式 △7,947 △7,764

評価・換算差額等 △47,425 △81,555

その他有価証券評価差額金 △10,938 △26,140

繰延ヘッジ損益 △12,964 △22,918

土地再評価差額金 △3,693 △3,692

為替換算調整勘定 △19,830 △28,802

新株予約権 3 －

少数株主持分 43,120 40,895

純資産合計 2,559,695 2,419,477

合計 13,245,441 13,559,309
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(平成20年４月１日から 

 平成20年９月30日まで) 

当第２四半期連結累計期間 
(平成21年４月１日から 

 平成21年９月30日まで) 

営業収益 2,870,229 2,497,898

電気事業営業収益 2,709,044 2,365,378

その他事業営業収益 161,185 132,519

営業費用 ※1  2,994,757 ※1  2,257,203

電気事業営業費用 2,844,276 2,140,342

その他事業営業費用 150,480 116,860

営業利益又は営業損失（△） △124,528 240,695

営業外収益 39,061 39,759

受取配当金 6,355 5,375

受取利息 10,806 8,431

持分法による投資利益 11,230 10,995

その他 10,668 14,957

営業外費用 79,007 76,496

支払利息 69,805 67,927

その他 9,201 8,568

四半期経常収益合計 2,909,290 2,537,658

四半期経常費用合計 3,073,765 2,333,699

経常利益又は経常損失（△） △164,474 203,958

渇水準備金引当又は取崩し △100 △8,804

渇水準備引当金取崩し（貸方） △100 △8,804

特別利益 － 9,725

事業譲渡益 － ※2  9,725

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△164,373 222,488

法人税、住民税及び事業税 10,079 12,194

法人税等調整額 △67,478 70,562

法人税等合計 △57,399 82,757

少数株主利益 2,392 1,565

四半期純利益又は四半期純損失（△） △109,366 138,164
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(平成20年７月１日から 

 平成20年９月30日まで) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成21年７月１日から 

 平成21年９月30日まで) 

営業収益 1,550,783 1,262,708

電気事業営業収益 1,464,822 1,195,580

その他事業営業収益 85,960 67,128

営業費用 ※1  1,579,684 ※1  1,126,646

電気事業営業費用 1,496,639 1,065,077

その他事業営業費用 83,044 61,569

営業利益又は営業損失（△） △28,901 136,062

営業外収益 19,443 18,310

受取配当金 1,133 685

受取利息 6,776 4,304

持分法による投資利益 5,618 5,973

その他 5,915 7,346

営業外費用 38,765 35,674

支払利息 35,111 33,779

その他 3,653 1,894

四半期経常収益合計 1,570,226 1,281,019

四半期経常費用合計 1,618,449 1,162,320

経常利益又は経常損失（△） △48,222 118,698

渇水準備金引当又は取崩し △1,120 △5,624

渇水準備引当金取崩し（貸方） △1,120 △5,624

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△47,102 124,323

法人税、住民税及び事業税 5,343 4,597

法人税等調整額 △20,154 40,547

法人税等合計 △14,811 45,145

少数株主利益 835 151

四半期純利益又は四半期純損失（△） △33,127 79,027
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(平成20年４月１日から 

 平成20年９月30日まで) 

当第２四半期連結累計期間 
(平成21年４月１日から 

 平成21年９月30日まで) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△164,373 222,488

減価償却費 381,786 379,601

核燃料減損額 16,689 16,211

固定資産除却損 10,048 8,778

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10,132 △16,119

使用済燃料再処理等引当金の増減額（△は減少） △2,621 △7,581

使用済燃料再処理等準備引当金の増減額（△は減
少） 3,434 3,763

原子力発電施設解体引当金の増減額（△は減少） 7,048 7,261

災害損失引当金の増減額（△は減少） △14,784 △22,787

受取利息及び受取配当金 △17,162 △13,806

支払利息 69,805 67,927

持分法による投資損益（△は益） － △10,995

使用済燃料再処理等積立金の増減額（△は増加） △11,202 △13,519

長期前払費用の増減額（△は増加） 12,743 －

売上債権の増減額（△は増加） △92,167 47,049

たな卸資産の増減額（△は増加） △94,587 －

仕入債務の増減額（△は減少） 45,148 △14,402

その他 △12,023 △68,554

小計 127,651 585,317

利息及び配当金の受取額 16,012 14,933

利息の支払額 △70,604 △69,240

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 81,643 △6,691

営業活動によるキャッシュ・フロー 154,702 524,318

投資活動によるキャッシュ・フロー   

固定資産の取得による支出 △326,692 △276,923

工事負担金等受入による収入 4,952 6,966

投融資による支出 △6,216 △16,279

投融資の回収による収入 1,523 10,396

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△702 －

事業譲渡による収入 － 17,204

その他 △5,985 △2,669

投資活動によるキャッシュ・フロー △333,120 △261,303
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(平成20年４月１日から 

 平成20年９月30日まで) 

当第２四半期連結累計期間 
(平成21年４月１日から 
 平成21年９月30日まで) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

社債の発行による収入 458,684 149,555

社債の償還による支出 △386,610 △327,260

長期借入れによる収入 264,305 193,372

長期借入金の返済による支出 △124,950 △126,833

短期借入れによる収入 460,861 389,092

短期借入金の返済による支出 △457,615 △406,880

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 870,000 250,000

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △850,000 △380,000

配当金の支払額 △40,435 △40,394

その他 △1,168 △619

財務活動によるキャッシュ・フロー 193,072 △299,967

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,380 1,245

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,274 △35,707

現金及び現金同等物の期首残高 125,147 258,714

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  138,422 ※1  223,006
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

【表示方法の変更】 

  
当第２四半期連結累計期間 
（平成21年４月１日から 
平成21年９月30日まで） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 連結子会社数 168社 

 第１四半期連結会計期間より，東新ビルディング株式会社は連結子会社で

ある東電不動産株式会社に吸収合併されたため，川越ケーブルビジョン株式

会社は株式を譲渡したため，連結の範囲から除外している。 

 株式会社ユーラスエナジーホールディングスにおいて連結子会社が10社増

加し，１社減少している。 

 当第２四半期連結会計期間より，株式会社ユーラスエナジーホールディン

グスにおいて連結子会社が５社増加している。 

２．持分法の適用に関する事項の変更 持分法適用関連会社数 66社 

 第１四半期連結会計期間より，アイティーエム・インベストメント社は重

要性が増したため，持分法適用の範囲に含めている。 

 当第２四半期連結会計期間より，株式会社ユーラスエナジーホールディン

グスにおいて持分法適用関連会社が１社増加し，７社減少している。 

当第２四半期連結累計期間 
（平成21年４月１日から 
平成21年９月30日まで） 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 前第２四半期連結累計期間において，「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「持分法に

よる投資損益（△は益）」（△11,230百万円）は，重要性が増したため，当第２四半期連結累計期間から区分掲記する

こととした。 

 また，「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「長期前払費用の増減額（△は増加）」（14,844百万円）及び「た

な卸資産の増減額（△は増加）」（△6,528百万円）は，重要性が乏しくなったため，当第２四半期連結累計期間から

「その他」に含めて表示することとした。 
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【注記事項】 

（四半期連結貸借対照表関係） 

項目 
当第２四半期連結会計期間末 

（平成21年９月30日） 
前連結会計年度末 

（平成21年３月31日） 

  (百万円) (百万円) 

１．固定資産の工事費負担金等の受入れに

よる圧縮記帳額（累計） 
364,527 358,729 

２．有形固定資産の減価償却累計額 20,790,624 20,543,923 

３．たな卸資産の内訳    

商品及び製品 7,558 9,681 

仕掛品 15,854 12,732 

原材料及び貯蔵品 137,867 133,597 

４．偶発債務    

(1）保証債務    

イ 関連会社の金融機関からの借入金

に対する保証債務 
296,253 305,674 

ロ 関連会社が発行している社債に対

する保証債務 
9,597 9,597 

ハ 関連会社等が締結した契約の履行

に対する保証債務 
6,118 6,020 

ニ 従業員の持ち家財形融資等による

金融機関からの借入金に対する保証

債務 

251,941 255,767 

計 563,911 577,059 

(2）社債の債務履行引受契約に係る偶発

債務 
70,000 70,000 
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（四半期連結損益計算書関係） 

項目 
前第２四半期連結累計期間 
（平成20年４月１日から 
平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結累計期間 
（平成21年４月１日から 
平成21年９月30日まで） 

  (百万円) (百万円) 

１．営業費用のうち販売費及び一般管理費

の内訳 

 電気事業営業費用（相殺消去後

2,844,276百万円，相殺消去額

△6,208百万円）に含まれる販売

費及び一般管理費の金額（相殺消

去前）は，245,885百万円であ

り，主要な費目及び金額は以下の

とおりである。 

 なお，電気事業における連結会

社間の取引に係る相殺消去は電気

事業営業費用総額で行っているこ

とから，相殺消去前の金額を記載

している。 

 電気事業営業費用（相殺消去後

2,140,342百万円，相殺消去額

△7,970百万円）に含まれる販売

費及び一般管理費の金額（相殺消

去前）は，255,746百万円であ

り，主要な費目及び金額は以下の

とおりである。 

 なお，電気事業における連結会

社間の取引に係る相殺消去は電気

事業営業費用総額で行っているこ

とから，相殺消去前の金額を記載

している。 

  給料手当 70,445 給料手当 69,958 

退職給付引当金繰入

額 

43,557 

２．事業譲渡益の内容 ──────  ㈱テプコケーブルテレビに係る

有料放送事業等を，会社分割によ

り，ジャパンケーブルネット㈱へ

譲渡したことに伴う譲渡益であ

る。 
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項目 
前第２四半期連結会計期間 
（平成20年７月１日から 
平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成21年７月１日から 
平成21年９月30日まで） 

  (百万円) (百万円) 

１．営業費用のうち販売費及び一般管理費

の内訳 

 電気事業営業費用（相殺消去後

1,496,639百万円，相殺消去額

△1,978百万円）に含まれる販売

費及び一般管理費の金額（相殺消

去前）は，120,278百万円であ

り，主要な費目及び金額は以下の

とおりである。 

 なお，電気事業における連結会

社間の取引に係る相殺消去は電気

事業営業費用総額で行っているこ

とから，相殺消去前の金額を記載

している。 

 電気事業営業費用（相殺消去後

1,065,077百万円，相殺消去額

△4,102百万円）に含まれる販売

費及び一般管理費の金額（相殺消

去前）は，123,170百万円であ

り，主要な費目及び金額は以下の

とおりである。 

 なお，電気事業における連結会

社間の取引に係る相殺消去は電気

事業営業費用総額で行っているこ

とから，相殺消去前の金額を記載

している。 

  給料手当 34,305 給料手当 33,795 

退職給付引当金繰入

額 

21,780 

２．季節的変動  電気事業については，売上高に

おいて販売電力量を四半期ごとに

比較すると，第１四半期・第３四

半期と比べて，第２四半期・第４

四半期の販売電力量は，冷暖房需

要により増加し，相対的に高水準

となる。 

 また，第２四半期は，夏季のピ

ーク需要に対応する供給コストの

上昇を反映した夏季料金（７月１

日から９月30日まで）を設定して

おり，売上高に季節的変動があ

る。 

 電気事業については，売上高に

おいて販売電力量を四半期ごとに

比較すると，第１四半期・第３四

半期と比べて，第２四半期・第４

四半期の販売電力量は，冷暖房需

要により増加し，相対的に高水準

となる。 

 また，第２四半期は，夏季のピ

ーク需要に対応する供給コストの

上昇を反映した夏季料金（７月１

日から９月30日まで）を設定して

おり，売上高に季節的変動があ

る。 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成

21年９月30日まで） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権の四半期連結会計期間末残高 

 ストック・オプションとしての新株予約権 ３百万円（持分法適用関連会社） 

４．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち，配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

項目 
前第２四半期連結累計期間 
（平成20年４月１日から 
平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結累計期間 
（平成21年４月１日から 
平成21年９月30日まで） 

  （百万円） （百万円）

１．現金及び現金同等物の四半期末残高と

四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 174,560
預入期間が３ヶ月を超
える定期預金等 

△36,544

その他の流動資産（僅
少なリスクしか負わな
い償還期限が取得日か
ら３ヶ月以内の短期投
資） 

406

現金及び現金同等物 138,422

現金及び預金勘定 271,466
預入期間が３ヶ月を超
える定期預金等 

△48,867

その他の流動資産（僅
少なリスクしか負わな
い償還期限が取得日か
ら３ヶ月以内の短期投
資） 

407

現金及び現金同等物 223,006

普通株式 1,352,867千株 

普通株式 4,022千株 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 40,504 30 平成21年３月31日 平成21年６月26日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年10月30日 

取締役会 
普通株式 40,502 30 平成21年９月30日 平成21年11月30日 利益剰余金 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業活動における業務の種類を勘案して区分している。 

２．各区分に属する主要な製品の名称又は事業の内容等 

  

電気事業 

（百万円） 

情報通信事
業 

（百万円） 

エネルギ
ー・環境事
業 
（百万円） 

住環境・生
活関連事業 

（百万円） 

海外事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高                 

(1）外部顧客に対する
売上高 

1,464,822 11,412 58,737 12,507 3,302 1,550,783 － 1,550,783 

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

134 11,636 45,357 19,526 261 76,915 △76,915 － 

計 1,464,956 23,048 104,095 32,033 3,564 1,627,698 △76,915 1,550,783 

営業利益又は営業損失 

（△） 
△32,391 1,913 69 419 △292 △30,281 1,379 △28,901 

事業区分 事業の内容 

電気事業 電気の供給 

情報通信事業 電気通信事業，コンピュータ機器による情報処理，コンピュータのソフト

ウェアの開発及び保守，有線テレビジョン放送事業，コンピュータ・電気

通信設備等の設置場所賃貸及び保守・管理・運営 

エネルギー・環境事業 ガス供給事業，エネルギー設備サービス事業，発電設備等の補修工事，環

境保全設備等の運転・保守，送電・変電設備等の保守，配電設備の設計・

保守，原油及び石油製品の販売，電力量計の修理・調整，熱供給事業，貨

物自動車運送事業 

住環境・生活関連事業 不動産の賃貸借・管理，展示館・ショウルーム等の運営・管理 

海外事業 海外コンサルティング事業，海外事業への投資，海外における発電事業 
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当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業活動における業務の種類を勘案して区分している。 

２．各区分に属する主要な製品の名称又は事業の内容等 

  

電気事業 

（百万円） 

情報通信事
業 

（百万円） 

エネルギ
ー・環境事
業 
（百万円） 

住環境・生
活関連事業 

（百万円） 

海外事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高                 

(1）外部顧客に対する
売上高 

1,195,580 10,346 40,681 13,153 2,947 1,262,708 － 1,262,708 

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

－ 11,733 44,784 19,130 329 75,978 △75,978 － 

計 1,195,580 22,079 85,466 32,283 3,277 1,338,687 △75,978 1,262,708 

営業利益又は営業損失 

（△） 
127,651 957 4,517 3,682 △974 135,835 226 136,062 

事業区分 事業の内容 

電気事業 電気の供給 

情報通信事業 電気通信事業，コンピュータ機器による情報処理，コンピュータのソフト

ウェアの開発及び保守，コンピュータ・電気通信設備等の設置場所賃貸及

び保守・管理・運営 

エネルギー・環境事業 ガス供給事業，エネルギー設備サービス事業，発電設備等の補修工事，環

境保全設備等の運転・保守，送電・変電設備等の保守，配電設備の設計・

保守，原油及び石油製品の販売，電力量計の修理・調整，熱供給事業，貨

物自動車運送事業 

住環境・生活関連事業 不動産の賃貸借・管理，展示館・ショウルーム等の運営・管理 

海外事業 海外コンサルティング事業，海外事業への投資，海外における発電事業 
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前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業活動における業務の種類を勘案して区分している。 

２．各区分に属する主要な製品の名称又は事業の内容等 

  

電気事業 

（百万円） 

情報通信事
業 

（百万円） 

エネルギ
ー・環境事
業 
（百万円） 

住環境・生
活関連事業 

（百万円） 

海外事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高                 

(1）外部顧客に対する
売上高 

2,709,044 21,501 104,608 26,698 8,376 2,870,229 － 2,870,229 

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

281 21,786 95,634 38,553 493 156,750 △156,750 － 

計 2,709,326 43,287 200,242 65,252 8,870 3,026,980 △156,750 2,870,229 

営業利益又は営業損失 

（△） 
△138,570 1,948 5,701 3,521 1,399 △125,999 1,471 △124,528 

事業区分 事業の内容 

電気事業 電気の供給 

情報通信事業 電気通信事業，コンピュータ機器による情報処理，コンピュータのソフト

ウェアの開発及び保守，有線テレビジョン放送事業，コンピュータ・電気

通信設備等の設置場所賃貸及び保守・管理・運営 

エネルギー・環境事業 ガス供給事業，エネルギー設備サービス事業，発電設備等の補修工事，環

境保全設備等の運転・保守，送電・変電設備等の保守，配電設備の設計・

保守，原油及び石油製品の販売，電力量計の修理・調整，熱供給事業，貨

物自動車運送事業 

住環境・生活関連事業 不動産の賃貸借・管理，展示館・ショウルーム等の運営・管理 

海外事業 海外コンサルティング事業，海外事業への投資，海外における発電事業 
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当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業活動における業務の種類を勘案して区分している。 

２．各区分に属する主要な製品の名称又は事業の内容等 

【所在地別セグメント情報】 

前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結会計期間

（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）並びに前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで） 

 全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％超であるため，四半期連結財務諸表規則第15条第２

項に基づきその記載を省略している。 

【海外売上高】 

前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結会計期間

（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）並びに前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで） 

 海外売上高の合計は，連結売上高の10％未満であるため，四半期連結財務諸表規則第15条第３項に基づきそ

の記載を省略している。 

  

電気事業 

（百万円） 

情報通信事
業 

（百万円） 

エネルギ
ー・環境事
業 
（百万円） 

住環境・生
活関連事業 

（百万円） 

海外事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高                 

(1）外部顧客に対する
売上高 

2,365,378 20,157 78,294 27,961 6,106 2,497,898 － 2,497,898 

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

0 21,271 85,285 37,819 659 145,037 △145,037 － 

計 2,365,378 41,428 163,580 65,781 6,766 2,642,936 △145,037 2,497,898 

営業利益又は営業損失 

（△） 
219,621 1,217 12,179 7,685 △937 239,767 927 240,695 

事業区分 事業の内容 

電気事業 電気の供給 

情報通信事業 電気通信事業，コンピュータ機器による情報処理，コンピュータのソフト

ウェアの開発及び保守，コンピュータ・電気通信設備等の設置場所賃貸及

び保守・管理・運営 

エネルギー・環境事業 ガス供給事業，エネルギー設備サービス事業，発電設備等の補修工事，環

境保全設備等の運転・保守，送電・変電設備等の保守，配電設備の設計・

保守，原油及び石油製品の販売，電力量計の修理・調整，熱供給事業，貨

物自動車運送事業 

住環境・生活関連事業 不動産の賃貸借・管理，展示館・ショウルーム等の運営・管理 

海外事業 海外コンサルティング事業，海外事業への投資，海外における発電事業 
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（１株当たり情報） 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

 （注）１．前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については，潜在株式が存在せず，ま

た，１株当たり四半期純損失であるため記載していない。 

２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は，

以下のとおりである。 

項目 
当第２四半期連結会計期間末 

（平成21年９月30日） 
前連結会計年度末 

（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,865円72銭 1,763円32銭 

項目 
前第２四半期連結累計期間 
（平成20年４月１日から 
平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結累計期間 
（平成21年４月１日から 
平成21年９月30日まで） 

１株当たり四半期純利益又は四半期純

損失（△） 
  △81円07銭 102円43銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益 
－ 102円43銭 

項目 
前第２四半期連結累計期間 
（平成20年４月１日から 
平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結累計期間 
（平成21年４月１日から 
平成21年９月30日まで） 

(1）１株当たり四半期純利益又は四半期純損失     

四半期純利益又は四半期純損失（△） 

（百万円） 
△109,366 138,164 

普通株式に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損

失（△）（百万円） 
△109,366 138,164 

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,349,078 1,348,883 

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益     

四半期純利益調整額（百万円） － △0 

（うち持分法適用関連会社の潜在株式による

影響額）（百万円） 
（－） （△0） 

普通株式増加数（千株） － － 

希薄化効果を有しないため，潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で，前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要 

－ － 
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 （注）１．前第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については，潜在株式が存在せず，ま

た，１株当たり四半期純損失であるため記載していない。 

２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は，

以下のとおりである。 

項目 
前第２四半期連結会計期間 
（平成20年７月１日から 
平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成21年７月１日から 
平成21年９月30日まで） 

１株当たり四半期純利益又は四半期純

損失（△） 
△24円56銭 58円59銭 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益 
－ 58円59銭 

項目 
前第２四半期連結会計期間 
（平成20年７月１日から 
平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成21年７月１日から 
平成21年９月30日まで） 

(1）１株当たり四半期純利益又は四半期純損失     

四半期純利益又は四半期純損失（△） 

（百万円） 
△33,127 79,027 

普通株式に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損

失（△）（百万円） 
△33,127 79,027 

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,349,045 1,348,852 

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益     

四半期純利益調整額（百万円） － △0 

（うち持分法適用関連会社の潜在株式による

影響額）（百万円） 
（－） （△0） 

普通株式増加数（千株） － － 

希薄化効果を有しないため，潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で，前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要 

－ － 
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２【その他】 

 平成21年10月30日開催の取締役会において，第86期中間配当に関し，次のとおり決議した。 

配当財産の種類及び帳簿価額の総額 

  

金銭による配当 

総額 40,502,344,680円 

株主に対する配当財産の割当に関する事項 １株につき  30円 

中間配当がその効力を生ずる日 平成21年11月30日 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成２０年１１月１２日

東京電力株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 池上 玄   印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 岡村 俊克  印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 白羽 龍三  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京電力株式

会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２０年７月１

日から平成２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ 

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京電力株式会社及び連結子会社の平成２０年９月３０日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

連結財務諸表に添付する形で別途保管している。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成２１年１１月１２日

東京電力株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 池上 玄   印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 岡村 俊克  印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 白羽 龍三  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京電力株式

会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２１年７月１

日から平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ 

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京電力株式会社及び連結子会社の平成２１年９月３０日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

連結財務諸表に添付する形で別途保管している。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。 
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